
４年度

３年度

3 4 8 9

人
件
費

0

使用料・手数料 0

政策番号

―

0

9,057

0 0 0 0 0

0 0

0

一般財源

― 12,946 ― 25,812

地方債・その他 0 0 0 0

事業費（人件費含む） Ｃ＝Ａ＋Ｂ

0 0

Ｅ＝Ｃ－Ｄ 34,869 9,057― 12,946 ― 25,812

財
源
内
訳

国、都支出金

Ｄ

0

【正規（人数）】 ― (0.48) ― (0.48) (0.48)

34,869

人件費 Ｂ Ｂ ― 4,080 ― 4,080

― (0.00) ― (0.00) (0.00)

―

【会計年度任用職員等（人数）】

２．事業費の推移
単位
　　金額の項目：千円
　　人数の項目：人

４年度 ５年度

予算 決算 予算 決算 執行率 予算
増減 

（R4決算比）

4,080 0

事業費 Ａ 8,866 8,866 21,732 21,732 100.0%

（計画）

30,789 9,057

（計画） （実績） （達成率） （計画値）

４年度

5 100.0%5 5

５年度

指標の説明
①導入後の保護者アンケートで「利便性が向上したと感じますか」の設問に対して「そう思う・ややそう思う」と回答した保護者の割合
②導入後の職員アンケートで「業務効率が向上したと感じますか」の設問に対して「そう思う・ややそう思う」と回答した職員の割合

未達成の
状況

達成
未達成または

一部未達成の理由

104.8% 60.0

③

％ 45.7 60.0

(

４

)

目
標
の
達
成
状
況

４年度の
取組内容
４年度に
実施した
具体的な
業務内容

令和３年度にモデルとして導入した２園での実施状況を踏まえ、さらに５園において新規に機器を導入した。

成果指標
事業目標

の
達成度

成果指標
目指す

単位
3年度

85.4 106.8% 80.0

②
導入後の職員アンケートで業務効率化に関する設問に対
する肯定的な回答の割合 ↗

①
導入後の保護者アンケートで利便性に関する設問に対する
肯定的な回答の割合 ↗ ％ 76.8 80.0

５年度

方向性 （実績） （実績）

②

62.9

活動指標
目指す

単位
３年度

①導入園数 ↗ 園 2

方向性 （実績）

（達成率） （計画値）

保護者の方の利便性や保育の安全性の向上、業務の効率化

計画策定年
度

計画期間

4-2-2
政策 子ども・子育て支援の充実

事業特性
事業開始年度

令和4年度（令和5年度実施）事務事業評価表
事業整理番号 0905 -　23

事務事業名 区立保育園ICTの導入事業 担当組織 子ども家庭部 保育課

３年度 事業終了年度 計画／一般 一般 計画事業№

関連するSDGsのゴール

政策体系（令和４年度基本計画）
地域づくりの方向 子どもを共に育むまち

区単独事業 運営形態 一部業務委託

①区立保育所管理経費・維持管理経費 ②

単独／補助

事業を構成
する予算事業

(

５

)

取
組
実
績

活動指標
事業の

実施状況

施策 保育施設・保育サービスの充実【重点】

１．事業の概要・指標の達成状況

関連する個別
計画

③

指標の説明 区立保育園においてICT機器を導入した園数

未達成の
状況

達成
未達成または

一部未達成の理由

（１）実施の対象
（具体的に記載） 区民（主に区立保育園在園世帯）

（３）事業概要
業務効率化を図ることにより保育士の負担を軽減し、保育の質を向上させるため、登降園管理機能等を有したＩＣＴ機器を段
階的に導入する。

（２）
事業の目的・期
待する効果



①目標に対する成果状況を踏まえた課題（再掲）

業務の効率化は運用方法による部分があるため、改めて活用方法を検討する必要がある。

(1)令和4
年度

成果と
課題

【指標の達成状況（a）】
　　　　→S、A,、B、C、Dの５段階で評価

A 根拠
段階的に導入を進めており、計画した5園は滞りなく
導入した。

※上記の達成状況を踏まえ、評価及びその根拠を記載してください。
※以下の欄には、①目標に対する成果結果の課題、②指標以外の数値では測れない効果について記載してください。

①目標に対する成果状況を踏まえた課題
業務の効率化は運用方法による部分があるため、改めて活用方法を検討する必要がある。

②指標に表れない事業の成果（指標以外の成果）

統合した方が効率的にできる可能
性のある事業はあるか。

【業務（事務）改善に向けての取組み（b）】
　　　　S、A,、B、Cの４段階で評価　⇒

予算
措置 無 予算措置を伴わない実施と

の比較検討
予算措置を
伴う理由

推移 推移

総合評価（d＝a＋b＋c） ランク１

（有の場合）
事業名無

「有」の場合は対応策も記載。

選択の理由

有 対応、改善の予
定がない理由

区が運営する保育施設である。

※下の確認事項を踏まえ、齟齬がないよう評価及び根拠欄を記載してください。
※「区の他の事業より注力すべき事業」または「区民ニーズが大幅に増加している」の場合のみ「S」評価としてください。

①区が実施する理由（複数選択可）

○
区の他の事業より注力すべき事業である。
※部の主要課題のうち、特に優先すべき事業の場合チェック

法律の要請を受けて行う事業である。

民間事業者等に同様のサービスがない。
○

その他
(理由) 区直営施設での事業である

根
拠

②区民ニーズ

(3)必
要性/
優先
度

【区が実施する必要性（c）】
　　　　　　S、A,、B、Cの４段階で評価　⇒

対応、改
善の内容

システムの運用方法について、LGWAN回線を利用した運用が可能か否か検討してい
る。

予定
時期 未定

取組内容及
び効果

システムを導入している園の連絡会を定期的に開
催し、よりよい運用方法を継続的に検討している。

予算
措置 無

対応・改善予定
（上記ではいの
場合は更なる）

A

システム開発業者等へ一部業務は委託しながら実施している。

セキュリティを担保しつつシステム運用するには必要な経費であ
る。

A

直営や委託等の様々な手法を比較
検討しているか。

有

③上記①、②を踏まえた所管課の対応実施状況

無 選択の理由

選択の理由

事業実施の結果、数値で測れない成果があれば記載。

※下の確認事項の内容を踏まえ、齟齬がないよう評価及び根拠欄を記載してください。
※昨年度に何らかの対応、改善を行い、事業を大きく前進させる成果があった場合のみ「S」評価としてください。

３．総合評価及びR５年度以降に向けての対応・改善策

(2)業務
（事務）
改善に
むけて
の取組

み

②現状の実施状況における所管課の認識

事業の中に環境変化に合わなくなったも
のはあるか。

サービスに係るコストは適正か 適正

根拠
これまで紙を前提としていた業務についてシステムを
活用した運用に変更した。

サービ
ス利用
者数

民間保育施設等では先行して導入が進んでおり、区立園においても導入を望む声が寄せられること
がある。

区民ニーズに
対する認識

区民ニーズを
表す指標 無

指標番号
（活動）

指標番号
（成果）

対応、改善を既に

行った はい はい

選択肢に

関わらず

有

無

「有」「無」

ともに記入

有

有



《上記判断を踏まえた所管課の認識・R5年度以降に向けての対応》

今後の事業費予算要望（e） 現状維持 根拠
令和5年度に5園拡大以降は、施設改修等が済んだ
施設に順次導入する予定。

今後の事業の方向性（d＋e）
（現状の評価および施策評価を踏まえた評価）

⑤区民等か
らの事業に対
する意見・要
望

既導入園において導入から約半年後に、保護者へアンケート調査を行っている。調査結果では、大多数の保護者が利便性
が向上したと感じる回答が得られた一方、さらなる機能の活用を望む意見も寄せられている。

⑥上記⑤に
対する対応

既導入園および令和５年度導入対象園の職員を中心としたICT活用検討会において、運用上の課題や、機能拡大に向け
た検討を継続的に行っている。

令和５年度末時点で、区立１６園中１２園で導入完了予定である。未導入の４園は園舎の改修工事等を予定して
いる施設であり、ネットワーク環境整備の初期工事等を要することなどを鑑み園舎の工事実施後の導入を想定し
ている。そのため、令和６年度以降は改修工事等が完了した施設を対象に順次拡大し、区立保育園全園への導
入を目指す。また、システムの通信環境を含めたより良い活用方法を検討し、当システムをさらに有効活用するこ
とで保護者の利便性向上、業務の効率化を図る。

A：現状維持

４．R５年６月末時点の状況

①令和5年度
当初の課題・
ニーズ

令和３年度２園、令和４年度５園がすでに導入しており、令和５年度はさらに５園が新規導入の予定である。新規の導入
は、各園の状況も踏まえて、事業者と調整のうえ導入する必要がある。
また、すでに導入している園は改めて活用方法の検討が求められる。

②国・都の動き
（関係法令の改
正・補助金の創
設・方針の変更
など）

保育施設のICT化等を対象とする「保育所等業務効率化推進事業」について、令和４年度までは区立保育園は対象外とさ
れていたが令和5年度は対象になった。

③令和5年度
の方向性・取
組方針(事業
展開）

既導入園では改めて効率的な活用方法を検討しながら、運用保守を行う。
さらに、未導入９施設のうち５園で新たにシステムを導入する。

④令和5年度
の事業進捗
状況（6月末
時点）

既導入園及び今年度導入対象園の職員を中心に連絡会を１回開催。今年度拡大対象園の導入スケジュールの確認や、
既導入園における運用上の課題の共有等を実施。


